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内 容

1. 気候変動影響が出だしている

2. 科学的な気候変動予測とは？

3. 台風、梅雨豪雨、ゲリラ豪雨と気候変動影響

① 台風

② 梅雨豪雨とゲリラ豪雨

4. 行政との連携と気候変動適応

5. おわりに ～後悔しない気候変動適応～
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近年、雨の降り方が変化
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※気象庁資料より作成
（気象庁が命名した気象現象等を追記）1時間降水量50mm以上の年間発生回数（アメダス1,000地点あたり）

○ 時間雨量50mmを超える短時間強雨の発生件数が増加。
○ 気候変動の影響により、水害の更なる頻発・激甚化が懸念。

S52.9 沖永良部台風

S57.7 豪雨
S58.7 豪雨

H5.8 豪雨

H16.7新潟・福島豪雨、福井豪雨、H16.10台風23号

H24.7九州北部豪雨

H27.9関東・東北豪雨
H26.8豪雨(広島土砂災害等)

H18.7月豪雨

H20.8月末豪雨
H21.7中国・九州北部豪雨、H21.8台風9号

H23.7新潟・福島豪雨、H23.8台風12号

(H28)(H23)(H18)(H13)(H8)(H3)(S61)(S56)(S51)

H17.9台風14号

H29.7九州北部豪雨

H25.9台風18号

H28.8台風9,10,11号

2
国土交通省（水災害・水資源分野における気候変動の影響と適応に関するシンポジウム発表資料、2109）



近年における水害・土砂災害の発生状況

⑥

⑤

①

④

③
②

②由良川の浸水状況
（京都府福知山市）

【2013年9月台風18号】【2011年7月新潟・福島豪雨】

①白川における浸水被害
（熊本県熊本市）

【2014年8月19日からの大雨】

③土砂災害の状況
（広島県広島市）

【2015年9月10日関東・東北豪雨】

④鬼怒川の堤防決壊による浸水被害
（茨城県常総市）

⑤小本川の氾濫による浸水被害
（岩手県岩泉町）

【2016年8月台風10号】 【2017年7月九州北部豪雨】

⑥桂川における浸水被害
（福岡県朝倉市）

【2018年7月豪雨】

⑦小田川における浸水被害
（岡山県倉敷市）

⑦

【2018年台風第21号】

⑧神戸港六甲アイランドに
おける浸水被害
（兵庫県神戸市）

⑧

3
国土交通省(2019)に中北が追加

⑨北陸新幹線車両基地
（長野県長野市）

【2020年7月豪雨】

⑨

⑩

【2019年台風第１９号】

⑩球磨川における浸水被害
（熊本県人吉市）

【2021年8月豪雨】

⑪六角川における浸水被害
（佐賀県武雄市）

①国道34号浸水状況

⾄：佐賀市

⑪

【2012年7月九州北部豪雨】

〇只見川における浸水被害
（福島県大沼郡）

〇



令和５年７月１５日からの大雨に関する河川の被害及び土砂災害の状況について
国土交通省 水管理・国土保全局

令和5年7月25日 6:30時点

＜国管理河川＞
雄物川水系雄物川（秋田市）
米代川水系米代川（北秋田市）

＜秋田県管理河川＞
雄物川水系新城川、太平川、岩見川（秋田市）、

入見内川（仙北市）
米代川水系檜山川、種梅川、悪土川（能代市）

小阿仁川（上小阿仁村）
馬場目川水系馬場目川、内川川（五城目町）、

馬踏川（秋田市）、三種川、鵜川川（三種町）
比詰川水系比詰川（男鹿市）
塙川水系塙川（八峰町）
水沢川水系水沢川（八峰町）

○ 氾濫による浸水被害の発生状況

内川川（③）

檜山川

三種川

馬踏川

種梅川

比詰川

馬場目川

新城川

小阿仁川

玉川ダム

雄物川

入見内川

お もの がわ お もの がわ あき た し

太平川

7月15日 16時40分
※11時10分頃溢水開始

岩見川（②）

米代川

雄物川

よねしろ がわ よね しろ がわ きた あき た し

※基準降雨量との関係やダムの運用について評価中であり、数値が変更となる場合があります。

○ 国管理河川では、雄物川水系雄物川、米代川水系米代川の無堤部での浸水被害を確認(概ね解消)。その他の河川については内水被害を含めて調査中。

氾濫危険水位を超過する水位上昇を記録した雄物川水系雄物川、玉川の上流にある玉川ダム（国管理）では、通常の洪水調節よりも大幅に流量を抑制する特

別防災操作（全量カット）を実施し被害を軽減。

○ 都道府県管理河川では、秋田県管理の６水系１６河川で氾濫が発生(概ね解消)。このうち、雄物川水系岩見川では、堤防が決壊し農地が浸水（応急復

旧中）。その他の河川の被害については内水被害を含めて調査中。

○ ２２ダムにおいて洪水調節(事前放流２ダムを含む)を実施。このうち、３ダム(雄物川水系旭川：旭川ダム(秋田県管理)、米代川水系小阿仁川：萩形ダム(秋田県管

理)、雄物川水系三内川：岩見ダム（秋田県管理)では、大雨の長期化に伴いダムが満杯に近づき、異常洪水時防災操作(緊急放流)に移行（被害なし又は被害軽減）。

○ 土砂災害については、秋田県、新潟県でがけ崩れが発生しており、被害の状況を確認中。

おものがわ

たまがわ

おものがわ あさひかわ あさひかわ

よねしろがわ

おもの がわ さんないがわ いわみ

※速報であり、数値等は今後変わることもある。

よねしろがわ

たまがわ

よねしろがわ こ あ に がわ はぎなり

米代川
悪土川

塙川

おものがわ

おものがわ おものがわ

おものがわ いわみがわ

鵜川川

太平川

7月15日 5時00分

溢
水

①秋田市 秋田駅周辺の浸水状況

ヘリ画像： 7月17日10時23分撮影（みちのく号）

岩見川
堤防

堤防決壊（応急復旧中）

②雄物川水系岩見川（秋田県秋田市）
おもの がわ いわみ がわ あきた し

ヘリ画像：
7月17日10時00分撮影

（みちのく号）

水沢川

太平川（市街地）

浸水状況（概ね解消）

③馬場目川水系内川川（秋田県五城目町）
ば ば め がわ うち かわがわ ご じょう め まち

7月15日 12時30分

雄物川水系太平川（秋田県秋田市）

浸水状況（概ね解消）

お もの がわ たい へい がわ あき た し

○ 土砂災害の発生状況
＜秋田県＞
がけ崩れ（秋田市添川）

がけ崩れ

太平川（①）

７/15以降の土砂災害発生件数
５件（秋田県４、新潟県１） あきたし そえがわ

国土交通省(20２３)
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土砂災害発生件数

３２６件
土石流等 ： ２０件
地すべり ： ５件
がけ崩れ ： ３０１件

【被害状況】
人的被害：死者 ７名

負傷者 １１名
家屋被害：全壊 １０戸

半壊 １２戸
一部損壊 ４２戸

6月29日からの大雨による土砂災害発生状況
令和５年７月２８日８：００現在速報版

発生件数上位４県

佐賀県 ６４件
島根県 ５１件
山口県 ４４件
福岡県 ３６件

※これは速報値であり、今後数値等が変わる可能性があります。

６/３０ ゆふしゆふいんちょうかわにし

大分県由布市湯布院町川西地すべり

死 者：１名
全 壊：１戸

７/１０ からつしはまたままちひらばる

佐賀県唐津市浜玉町平原土石流等

死 者：３名
全 壊：２戸

７/１０ くるめし たぬしまるまちたけの

福岡県久留米市田主丸町竹野土石流等

７/１０ そえだまちしょう

福岡県添田町庄がけ崩れ

死 者：１名
負 傷 者：１名
半 壊：１戸

７/１３ なんとしすなごだに

富山県南砺市砂子谷がけ崩れ

死 者：１名死 者：１名
負 傷 者：５名

７/１５
あきたし そえがわ

秋田県秋田市添川がけ崩れ

負 傷 者：４名
全 壊：２戸
一部損壊：２戸
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国土交通省砂防部資料

国土交通省(20２３) 5



西日本と東日本における記録的な大雨について（6/28～7/6）

6

※全国の気象観測地点は約1,300地点

令和元年10月台風第19号の特徴（降雨）

※気象庁ウェブサイトより作成（特定期間の気象データ；2019年10月10日～2019年10月13日（令和元年台風第19号による大雨と暴風） ）
※数値は速報値であり、今後変更となる場合がある。
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1時間降水量

観測史上1位の更新地点数
（時間降水量別）

■全体概要

国土交通省(2019)を中北が改変

平成30年西日本豪雨時の72時間降水量の期間最大値



最近の災害から思うこと

• 地球温暖化の影響が出だしているのでは
ないか？

• 今までの常識が通用しない。

– 豪雨：より頻繁に、より強力に、初めて
の地域に＝＞未経験

– 西日本豪雨：強力ではないが、広域で
長期間

• 後悔しない、地球温暖化への適応

– 科学的な気候変動将来予測を軸にし
た適応

– 治水の基礎体力の増強

– 流域治水、危機管理の深化

– 自助・共助としての防災力の増強

– ともに時間がかかる。じわじわでも温暖
化進行の方が早い。＝＞後悔しない早
い目そして計画的な対応が必要！

• では、何を？どの優先順に適応するか？

– 将来予測の共有

– 災害からの教訓

• 水工学・土木工学・気象学”研究”として抜
けているものはないか？

中北（2018, 2017, 2023） 7

（国土交通省 中国地方整備局）

（国土交通省 九州地方整備局）



今世紀末までの世界平均気温変化予測：

産業革命以来
２度上昇

産業革命以来
４度上昇

産業革命以来
１度上昇

２０２０

COP26では、1.5℃上昇で抑えることを目標に。
現在、1.1～1.2℃上昇中。
さまざまなゼロエミッション宣言が出されているが、それでも2℃上昇は不可避。
2℃上昇はいつ起きるか？＝＞2050年までに起きる（世紀末の話ではない！）
今の時点でこんなに自然があらぶれだしている。2℃、4℃はどんな世界か？

8



適応能力影響
リスク

適応策の役割

過去 現在 将来

災害外力

適応策

緩和策

小松（九大、2012）、三村（茨城大、2014）に中北が追加（2019）

未整備

既整備

気候変動適応/流域治水

（インフラ強化＋流域対応（実時間
流量コントロールも含む）＋地域防
災力＋復旧力）

最大クラス危機管理

平均

治水の目標

最大クラス

最大クラス危機管理（この間をどうする？
いつまでに？）

・温暖化は起き出している。
・大丈夫と思っていてもすぐに温暖化は追い越す
・今の科学的知見を最大限活用し今すぐ計画に反映させなければ
後悔する

9



「気候変動×防災」に取り組む上で意識すべき要素（仮案）

• 災害からの復興に際して、原形復旧の発想に捉われず、土地利用のコントロールを含めた弾力的な対応により
気候変動への適応を進める「適応復興」の発想で「災害をいなし、すぐに興す」社会を目指すことが必要。

• 環境省で実施中の事業において、各地域で「気候変動×防災」に取り組む際は、気候変動適応、事前の災害対策、
復興の３要素の組合せを意識して取り組むことが重要と整理。

⇒災害による被害を最小限にするとともに、被害を受けてもより強靱で魅力的な回復をする、

弾力的かつ安全・安心で持続可能な地域づくりに貢献

環境省・内閣府防災 『気候危機時代の「気候変動×防災」戦略』 『適応復興』

要素②
事前の災害対策

要素③
復興

事前復興
災害による被害を
最小限にすること。

将来の災害に対する脆弱性の
克服、新しい価値の付加を
目指せるよう、事前に
復興の計画を立てて

おくこと。

気候変動×防災

気候変動下において、激甚化、
頻発化の可能性のある
気象災害に対して、
被害軽減に
努めること。

災害による被害から
回復し、元の盛んな状
態に戻ること。

気候変動下において、

災害による被害を最小限にするとともに、

被害からより強靱・魅力的な回復をし、

かつ平時からも暮らしやすいまちづくり

を行うこと。

気候変動影響を把握し、

施策の設計に反映させること。

適応復興要素① 気候変動適応

事後の適応復興

事前の適応復興
事前復興に向けた計画や施策を
検討する際に、将来の災害に対す
る気候変動の影響を把握し、反映

させること。

気候変動影響を加味して復興
を進めること。事前の
計画・施策があれば
活用しつつ、
必要な更新
を行う。

気候変動影響を踏まえた災害対策

および復興を行うこと。

気候変動を踏まえた事前の災害対策

環境省（２０２２．２０２３）
10



内 容

1. 気候変動影響が出だしている

2. 科学的な気候変動予測とは？

3. 台風、梅雨豪雨、ゲリラ豪雨と気候変動影響

① 台風

② 梅雨豪雨とゲリラ豪雨

4. 行政との連携と気候変動適応

5. おわりに ～後悔しない気候変動適応～
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益々深まるべき気候変動影響予測と適応研究

将来の気候予測

ハザードの気候
変動将来予測

災害リスクの気候変
動将来予測

気候変動適応と
評価の実践

台風・アジアモンス
ーン・ゲリラ豪雨

気候変動適応方策の創生
と評価手法の構築

12



実務機関
・将来影響評価
・計画論の見直し
・適応策の構築・評価・実施

統合的気候モデルの
開発・予測コミュニティ
・気象・気候の将来変化とそ
の気候学的科学根拠

統合的ハザードモデルの開発コミュニティ
・ハザードの将来変化や社会影響とその科学的根拠
・計画論も含めた後悔しない適応策の基本的考え方の創出
・適応策の評価手法の構築（後悔しない適応も）

・新たな設計外力に対応した耐力の科学的根拠
・不確実性下での意志決定方法の確立

影響予測 適応策

気候研究コミュニティと防災・減災コミュニティの融合

13



文部科学省 共生～統合プログラム
• Kyousei(共生)Program:2002-2006

– 地球シミュレータ用の温暖化予測モデルを開発
– 20km日本域出力(日雨量)

• Kakushin(革新)Program:2007-2011
– 20km全球出力, 5,2km日本域出力(時間雨量)

– 自然災害への影響評価が可能に
• Sousei(創生)Program:2012-2016

– 最大クラス外力による影響評価も

– 自然災害、水資源、生物・生態系

– 適応に向けたリスク評価
• Togo（統合）Program:2017-2021

–気候モデル～ハザードモデルの統合と高度化

–後悔しない適応・評価

• Sentan(先端)Program:2022-2026
–複合災害、統合的ハザードモデル 14



地球温暖化で地球はどうなるだろう
気候モデルによる科学ベースの将来予測

気候学・コンピューターサイエンス・地球工学の融合

文部科学省・統合的気候予測モデル高度化プログラム 15



局所的豪雨（ゲリラ豪雨）

台風

範囲: 1000km

期間: 1日～数日

局地豪雨 (梅雨、秋雨前線)

大河川での洪水、大規模水害、土砂災害
2009/08/08 in 台湾

小河川や下水道内での鉄砲水、都市内水氾濫
2008/07/28 at 都賀川 2008/08/05 at 雑司ヶ谷

中・小河川での洪水、内水氾濫、土砂災害
2014/8/20 in 広島 2017/7/05 in 九州北部

台湾中央気象局、台湾国家災害防救科技中心

都賀川モニタリング映像

気象庁ＨＰ

共同通信

範囲: 100km

期間: 6時間～半日

範囲: 10km

期間: 30分から1時間

16

日本で災害をもたらす
三大降雨原因

20/60km格子モデル(AGCM20/60)

5km格子モデル(NHRCM05) 2km格子モデル(NHRCM02)

（国土交通省 九州地方整備局）



地球温暖化で地球はどうなるだろう
気候モデルによる科学ベースの将来予測
（全球気候モデルと領域気候モデル）

20km全球気候モデル（GCM)

台風災害

5km領域気候モデル（RCM)

梅雨豪雨災害
2km領域気候モデル
梅雨豪雨・ゲリラ豪雨災害

17

17



18 |

大アンサンブル d4PDF d2PDF（20km） とダウンスケール(5km)

18



温暖化による日本への影響推測

•台風：
–大気の安定化により、日本への到来回数は減る

–それでも、海面水温の上昇により、スーパー台風
の危険性は高まる

•梅雨：
–海面水温の上昇による下層水蒸気の流入増があ
り、 ７月上旬の日１００mm以上の割合や 集中豪
雨の生起回数が増える。

–より東へ、北へ豪雨チャンスが増える

–日本海側の豪雨も増えるだろう

•ゲリラ豪雨：
–海面水温の上昇による下層水蒸気の流入増があ
り、強度も頻度も増えるだろう

19



水災害・水資源に関し、我が国で
おおよそ何が推測されているか？

•100年に一度起こる規模の河川最大流量が全国で増大

•10年に一度の少ない規模で起こる河川流量が多くの流域
で悪化

•融雪水を利用している地域では、融雪ピークの減少やそれ
が早期化する

•ダム操作の有効性が変化する（洪水時も、渇水時も）

•表層崩壊や、深層崩壊という数10mの深さでかつ水平規模
の大きい斜面崩壊の危険性が増大すること

•100年に一度の規模で起こる高潮・高波が主要湾で悪化

•東北南部以南の日本海側では降雪、積雪が減り、水ストレ
スが増加

•ただし、福井、石川、富山ではどか雪が起こったときはも
っとどか雪になる

20



内 容

1. 気候変動影響が出だしている

2. IPCC第6次評価報告書

3. 科学的な気候変動予測とは？

4. 台風、梅雨豪雨、ゲリラ豪雨と気候変動影響

① 台風

② 梅雨豪雨とゲリラ豪雨

5. 行政との連携と気候変動適応

6. おわりに ～後悔しない気候変動適応～

21



ゲリラ豪雨（局地的豪雨）

範囲：数km

継続時間：１時間程度

台風

範囲：1000km

継続時間：１日から数日

集中豪雨

範囲：100km

継続時間：6時間から半日程度

大河川での洪水、大規模水害、土砂災害
2009/08/08 in台湾

小河川や下水道内での鉄砲水、都市内水氾濫
2008/07/28 at都賀川 2008/08/05 at雑司ヶ谷

中・小河川での洪水、内水氾濫、土砂災害
2010/10/20 in奄美

台湾中央気象局、台湾国家災害防救科技中心

南日本新聞 OFFICIAL SITE 都賀川モニタリング映像

災害をもたらす豪雨のスケール

気象庁ＨＰ

共同通信

22



地球シミュレーターによる格子解像度
1kmでの台風のシミュレーション結果。
台風の詳細な構造や、台風の降雨帯を構成
する雲が解像されている。

スーパー台風

23



SF0508 projected by GCM20 + CReSS (down scale)

Total rainfall amount: 500～800mm

Tsuboki et al., 2009, Nagoya University

24
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西日本と東日本における記録的な大雨について（6/28～7/6）

25

※全国の気象観測地点は約1,300地点

令和元年10月台風第19号の特徴（降雨）

※気象庁ウェブサイトより作成（特定期間の気象データ；2019年10月10日～2019年10月13日（令和元年台風第19号による大雨と暴風） ）
※数値は速報値であり、今後変更となる場合がある。

53

72

103

120

89

40

9

0 50 100 150

72時間降水量

48時間降水量

24時間降水量

12時間降水量

6時間降水量

3時間降水量

1時間降水量

観測史上1位の更新地点数
（時間降水量別）

○ 10 月6 日に南鳥島近海で発生した台風第19 号は、12 日 19 時前に大型で強い勢力で伊豆半島に上陸した。そ
の後、関東地方を通過し、13 日12 時に日本の東で温帯低気圧に変わった。

○ 台風第19 号の接近・通過に伴い、広い範囲で大雨、暴風、高波、高潮となった。
○雨については、10 日から13 日までの総降水量が、神奈川県箱根で1000 ミリに達 し、東日本を中心に17 地点
で500 ミリを超えた。特に静岡県や新潟県、関東甲信地方、東北地方の多くの地点で3、6、12、24時間降水量の
観測史上1 位の値を更新するなど記録的な大雨となった。

○ 降水量について、6時間降水量は89地点、12時間降水量は120地点、24時間降水量は103地点、48時間降水量
は72地点で観測史上1位を更新した。

■全体概要

国土交通省, 2019



CD連携 NHKスペシャル（2021年1月9日21:00~22:00）

「2030 未来への分岐点 第1回暴走する温暖化 “脱炭素への挑戦”」

気象庁キャプチャ（高藪様提供）



： 国管理河川決壊箇所

： 都道府県管理河川決壊箇所

： 国管理河川
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荒川（岩淵）
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利根川（八斗島）
(mm/3d)

(mm/2d)

(mm/2d)

台風第19号による国管理河川の状況（降雨）

○国管理河川の阿武隈川水系阿武隈川、鳴瀬川水系吉田川、信濃川水系千曲川、久慈川水系久慈川（3カ所）、
那珂川水系那珂川（3カ所）、荒川水系越辺川（2カ所）・都幾川では堤防が決壊。

○ これらの河川では、基準地点上流域平均雨量が河川整備基本方針の対象雨量を超過又は迫る雨量となった。

※決壊箇所は、令和元年10月21日 7:00時点 判明情
報
※□は、決壊していない河川（荒川は支川で決壊あり）
※数値は速報値（R1.11.19時点）であり、今後変更となる
場合がある。
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約
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約
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■洪水による被害と状況

国土交通省, 2019
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再現計算

擬似非温暖化実験

気温及び海面水温の上昇に伴う水蒸気量の増加

海面水温の上昇に伴う台風の勢力強化（SST感度実験）
Kawase et al. 2020

時間降水量
（４実験平均）

JRA-55の1980年
以降の気温/SST
変化で評価

令和元年東日本台風(Hagibis)の大雨に対する量的EA

黒丸：再現
赤丸：非温暖化

積算降水量
（４実験平均）
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NHM非温暖化+RRI
(1980年代以降の昇温を除去)

NHM再現実験(CTL)+RRI
(Rainfall-Runoff-Inundation model)

PCS-SEPNHM-CTL (100900)

流出高
[mm/h]

流出高
[mm/h]

29

疑似温暖化実験、非温暖化実験による河川流量評価
（領域研究Cとの共同）

佐山ら(2021) 29



東日本台風の非温暖化：水位・氾濫

30

信濃川流域

千曲川流域

千曲川

犀川

犀川

55kp

60kp

氾濫解析
計算領域

千曲川

立ヶ花

小市

杭瀬下

65kp

70kp

75kp

80kp

河川流解析
計算領域

越水箇所

水位観測所

浸水段彩図
（国土地理院）

非温暖化実験
気温トレンドを除去した20ケース

現況再現
気象庁メソ解析値

モデル：JMA-NHM

（Japan Meteorological Agency Nonhydrostatic Model）

対象：日本全国， 解像度：5kmメッシュ
出力：降水量，気圧，風速，台風進路 ect.

流出解析モデル：RRI（Rainfall-Runoff-Inundation model）

対象：日本全国の河川， 解像度：5秒（約150m）
パラメータ：千曲川流域の観測流量を参考に同定
出力：河川流量，水位，浸水深

河川流解析モデル：1次元不定流モデル
対象：千曲川・犀川， 解像度：縦断約100m，横断50分割
パラメータ（粗度）：柏田・二瓶 の同化手法により算出
出力：水位縦断分布，越流地点，越流量

3)

氾濫解析モデル： iRIC Nays2D Flood

対象：千曲川左岸域， 解像度：15mメッシュ
パラメータ(粗度)：0.1m

出力：浸水深，浸水面積，氾濫水量

-1/3/s

気象解析

浸水面積:4.86km²

最大浸水深:2.64m

現況再現 53kp

54kp

55kp

56kp

57kp

58kp

浸水面積:0.63km²

最大浸水深:0.69m

非温暖化条件① 53kp

54kp

55kp

56kp

57kp

58kp

ケース
越流
水深
[m]

越流区間
[kp]

総越流量
[万m³]

越流
時間
[h]

0.07 79.0~79.3 3.77 2.3

0.44 56.7~57.9 307 5.5

非温暖化条件① 0.11 57.3~57.6 5.54 2.3

非温暖化条件② 0.04 57.3~57.5 1.67 1.3

現況再現

Nihei et al. (2022), submitted

• 現況再現では、ピーク水位は計算区間の85.8%でHWLを超過、
57.5kp地点で最大の11.3時間にわたり超過した。左岸側で2か所越
水。

• 非温暖化条件では、HWL超過区間は全体の59.4～82.3%で、現況再
現条件と同じく洪水氾濫の危険性が十分高い。しかし，ピーク水位
が現況再現条件よりも0.43～1.19m低く、越水が生じたのは1か所
で、全20ケース中2ケースのみ。

30



期間積算降水量の差 （絶対量）

温暖化
で増加

温暖化
で減少

２度上昇-再現(mm) 4度上昇-再現(mm)

★北緯37度以北は、台風の経路
が変わった影響が大きい。

Kawase et al. 2020
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＋４K

＋２K

非温暖化

再現実験

・差分が大きいと降水のピークが
早まる。
・台風の動速度が上がっている?
・今回の設定ではslow downはし
ない??

関東甲信で領域平均した累積降水量と時間降水量

評価領域Kawase et al. 2020
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NHM再現実験(CTL)+RRI

NHM-CTL (100900)

流出高
[mm/h]

PGW-4K-SEP- 100909

NHM擬似温暖化４度+RRI

流出高
[mm/h]

33佐山ら(2021)

疑似温暖化実験、非温暖化実験による河川流量評価
（領域研究Cとの共同）
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温暖化影響評価：千曲川（立ヶ花地点）

34

＊非温暖化(NAT)／擬似温暖化の結果はNHM+RRIのアンサンブル平均に基づく

千曲川（立ヶ花）のまとめ

・非温暖化と実績との比較から、すでに温暖化の影響が出ていることが分かる。

・非温暖化で越水が生ずるか? – (理科大・二瓶先生の分析では) 18/20ケースは越水しない

・1/60の今回の台風が、2℃上昇下でも、基本方針（1/160）の水準を超えてしまう。

・4℃上昇下では基本方針(1/160)をはるかに上回る雨量と流量規模になる。

実績の
0.9倍

1.1倍
1.4倍

実績の
0.8倍

1.3倍

1.7倍

佐山ら(2021)
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コースシフトと疑似温暖化による最悪シナリオ
(伊勢湾台風)

実際のコースとコースシフト 疑似温暖化後

Max. wind Reproduced PGW diffrence

Ise Bay 35.7(m/s) 41.1(m/s) +5.4(m/s)

Osaka Bay 32.3 36.3 +4.0

(DPRI：Oku, Takemi, Ishikawa)
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Projected maximum storm surge height 

with inundation 

–typhoon Vera at Ise Bay-

Shibutani et al, 2014 

Typhoon Vera

(historical run)

Extreme typhoon Vera

(future climate)

Multiple flooding disaster (river and storm surge flooding)

• Worst scenario is different between storm surge and river flooding

• Storm surge

• Key factors: central pressure and track of the typhoon, 

astronomical tide

• River flooding

• Key factors: intensity and duration of precipitation

Extreme  and shifted typhoon Vera 

( future climate+ worst course)
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内 容

1. 気候変動影響が出だしている

2. IPCC第6次評価報告書

3. 科学的な気候変動予測とは？

4. 台風、梅雨豪雨、ゲリラ豪雨と気候変動影響

① 台風

② 梅雨豪雨とゲリラ豪雨

5. 行政との連携と気候変動適応

6. おわりに ～後悔しない気候変動適応～
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ゲリラ豪雨（局地的豪雨）

範囲：数km

継続時間：１時間程度

台風

範囲：1000km

継続時間：１日から数日

集中豪雨

範囲：100km

継続時間：6時間から半日程度

大河川での洪水、大規模水害、土砂災害
2009/08/08 in台湾

小河川や下水道内での鉄砲水、都市内水氾濫
2008/07/28 at都賀川 2008/08/05 at雑司ヶ谷

中・小河川での洪水、内水氾濫、土砂災害
2010/10/20 in奄美

台湾中央気象局、台湾国家災害防救科技中心

南日本新聞 OFFICIAL SITE 都賀川モニタリング映像

災害をもたらす豪雨のスケール

気象庁ＨＰ

共同通信
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梅雨前線と豪雨
2020-熊本豪雨（球磨川豪雨災害）タイプＡ

2017-九州北部豪雨_タイプＢ

https://www.nishinippon.co.jp/item/n/623344/

• 梅雨前線による豪雨により

甚大な洪水、土砂災害がも

たらされる。
39

https://www.cwsjapan.org/2017/11/17/n-kyushu-report/



九州地方整備局

白木谷川（河道埋塞）

赤谷川（河道埋塞）

2017年九州北部豪雨 筑後川右岸流域の土砂・洪水氾濫被害状況

40



平成30年西日本豪雨

7月4日～7日までの3日雨量

7月4日～7日までの3日雨量7月6日の1日雨量

元々筋状の線状降水帯が生起しやすい場所で、総降雨量分布では筋状が見える。
そして、今まで起きていないところでも筋状が見える。背が低い。雷少ない。

国土交通省XRAINから作成（中北・小坂田・山口） 41



平成30年7月豪雨により氾濫危険水位を超えた国管理河川

国管理河川では、26水系50河川で、氾濫危険水位を超過。
このうち、23水系46 河川は記録的な大雨となった西日本に集中 。

由良川水系由良川（福知山市） 7月7日

筑後川水系筑後 Jll （久留米市） 7月7日5:30頃

国土交通省 42



浸水被害の発生状況

1

2

3

4
56
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1

2
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4
8
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18

21

5

6

23

10
11

22

※速報であり、内容・数値等が今後変更になる
場合があります。

肱川水系肱川（愛媛県大洲市）
• 全ての暫定堤防箇所や、東大洲地区の二線堤からの越

水等により、大洲市全域で浸水家屋数3,114棟（床上
2,296棟、床下818棟）の被害が発生（8月30日 19時現在
大洲市調べ）。

• 7月8日までに浸水は解消

東大洲地区の浸水状況

○国管理河川の主な浸水被害地域

No. 水系 主な河川 主な市町村

❶ 由良川
ゆらがわ

由良川 京都府福知山市
ふくちやまし

❷ 江
ごう

の川
かわ

江の川 島根県江津市
ごうつし

❸ 江の川 馬
ば

洗川
せんがわ

広島県三次市
みよしし

❹ 高梁川
たかはしがわ

小田川
おだがわ

岡山県倉敷市
くらしきし

❺ 芦田川
あしだがわ

芦田川 広島県福山市
ふくやまし

、府中市
ふちゅうし

❻ 太田川
おおたがわ

三篠
みささ

川
がわ

広島県広島市
ひろしまし

❼ 肱川
ひじかわ

肱川 愛媛県大洲市
おおずし

❽ 遠賀川
おんががわ

遠賀川 福岡県飯塚市
いいづかし

❾ 筑後川
ちくごがわ

巨瀬
こせ

川
がわ

福岡県久留米市
くるめし

❿ 六角川
ろっかくがわ

武雄
たけお

川
がわ

佐賀県武雄市
たけおし

高梁川水系小田川（岡山県倉敷市）
• 左岸及び複数の支川の決壊、右岸の越水により、

多数の家屋等浸水（約1,200ha、約4,600戸）(7/7)
• 排水作業により浸水は概ね解消(7/11)
• 決壊2箇所及び法崩れ1箇所にて緊急復旧を実施。

7月15日に堤防締切盛土の施工が完了。

7月7日撮影

小
田
川

○府県管理河川の主な浸水被害地域

No. 水系 主な河川 主な市町村

① 木曽川
きそがわ

津保川
つぼがわ

岐阜県関市
せきし

② 由良川 犀川
さいかわ

京都府綾部市
あやべし

③ 高野
たかの

川
がわ

高野川 京都府舞鶴市
まいづるし

旭川
あさひがわ

旭川 岡山県岡山市

旭川 砂川
すながわ

岡山県岡山市

⑤ 旭川 宇甘
うかい

川
がわ

岡山県岡山市

⑥ 旭川 備中
びっちゅう

川
がわ

岡山県真庭市
まにわし

⑦ 高梁川 高梁川 岡山県総社市
そうじゃし

、高梁市
たかはしし

高梁川 小田川 岡山県矢掛町
やかげちょう

、井原市
いばらし

高梁川 尾坂
おさか

川
がわ

岡山県笠岡市
かさおかし

芦田川 高屋
たかや

川
がわ

岡山県井原市
いばらし

芦田川 福川
ふくがわ

広島県福山市

芦田川 西谷
にしたに

川
がわ

広島県福山市

芦田川 瀬戸川
せとがわ

広島県福山市

手城
てしろ

川
がわ

手城川 広島県福山市

⑩ 芦田川 御調
みつぎ

川
がわ

広島県府中市

太田川 矢口
やぐち

川
がわ

広島県広島市

太田川 奥
おく

迫
さこ

川
がわ

広島県広島市

太田川 府中
ふちゅう

大川
おおかわ

広島県広島市

太田川 榎
えのき

川
がわ

広島県府中町
ふちゅうちょう

総
そう

頭
ず

川
がわ

総頭川 広島県坂町
さかちょう

瀬野
せの

川
がわ

瀬野川 広島県広島市

矢野
やの

川
がわ

矢野川 広島県広島市

西野
にしの

川
がわ

西野川 広島県三原市
みはらし

沼田
ぬた

川
がわ

沼田川 広島県三原市

⑭ 野呂川
のろがわ

野呂川 広島県呉市
くれし

⑮ 島田
しまた

川
がわ

島田川 山口県周南市
しゅうなんし

、光市
ひかりし

⑯ 肱川 肱川 愛媛県大洲市、西予市
せいよし

⑰ 渡川
わたりがわ

広見
ひろみ

川
がわ

愛媛県松野町
まつのちょう

、鬼北町
きほくちょう

⑱ 安芸
あき

川
がわ

安芸
あき

川
がわ

高知県安芸市
あきし

⑲ 松田
まつだ

川
がわ

松田川 高知県宿毛市
すくもし

筑後川 山
やま

ノ井
い

川
がわ

福岡県久留米市

筑後川 池町
いけまち

川
がわ

福岡県久留米市

筑後川 不動
ふどう

川
がわ

福岡県久留米市

筑後川 築地
ちじ

川
がわ

福岡県小郡市
おごおりし

筑後川 下弓削
しもゆげ

川
がわ

福岡県久留米市

筑後川 大刀洗
たちあらい

川
がわ

福岡県大刀洗町
たちあらいまち

筑後川 陣屋
じんや

川
がわ

福岡県大刀洗町

㉒ 相
あい

割
わり

川
がわ

相
あい

割
わり

川
がわ

福岡県北九州市
きたきゅうしゅうし

㉓ 御笠川
みかさがわ

高尾
たかお

川
がわ

福岡県筑紫野市
ちくしのし

⑳

㉑

⑧

⑨

⑬

④

⑫

⑪

○ 堤防の決壊や越水による河川氾濫等により、西日本
を中心に各地で浸水被害が発生した。
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平成30年７月豪雨におけるダムの状況や特徴

岩屋ダム
（水資源機構）

いわや

引原ダム
（兵庫県）

ひきはら

旭川ダム
（岡山県）

あさひがわ

庄原ダム
（広島県）

※自然調節

しょうばら

野呂川ダム
（広島県）

のろがわ

野村ダム
（四国地方整備局）

のむら

鹿野川ダム
（四国地方整備局）

かのがわ

北谷ダム
（福岡県）

※自然調節

きたたに

中山川ダム
（山口県）

※自然調節

なかやまがわ

一庫ダム
（水資源機構）

ひとくら

日吉ダム
（水資源機構）

ひよし

椋梨ダム
（広島県）

むくなし

寺内ダム
（水資源機構）

てらうち

四川ダム
（広島県）

※自然調節

しかわ

○平成30年7月豪雨で洪水調節を行った213ダムのうち、22ダムは洪水調節容量の６割以上を使用。

※事前放流実施

※事前放流実施
※事前放流実施

平成30年7月豪雨で洪水調節を実施した
213ダムの洪水調節容量使用率毎の割合

【凡例】

：防災操作（洪水調節）を実施していないダム（345ダム）

：洪水調節容量使用率が６割未満のダム（191ダム）

：洪水調節容量使用率が６割以上のダム（22ダム）

うち、異常洪水時防災操作を実施していないダム（14ダム）

うち、異常洪水時防災操作を実施したダム （ 8ダム）
※本資料に掲載した数値は速報値であるため、今後の調査で変わる場合があります

福富ダム
（広島県）

※自然調節

ふくとみ

三室川ダム
（岡山県）

※自然調節

みむろがわ

○長時間にわたる降雨によ
る複数のピーク流量を形
成する洪水により、洪水
調節容量を長時間にわた
り使用し続けたダム。

○急激な降雨の増大による
鋭いピーク流量を形成す
る洪水により、洪水調節
容量を短時間で一気に使
用したダム。

○事前放流を実施してもな
お洪水調節容量を使い切
り、異常洪水時防災操作
へ移行したダム。

○下流河川の流下能力等に
応じた暫定的な操作規則
において、洪水調節容量
を使い切り、異常洪水時
防災操作へ移行したダ
ム。

＜22ダムの特徴＞

河本ダム
（岡山県）

こうもと 楢井ダム
（岡山県）

※自然調節

ならい

藤波ダム
（福岡県）

※自然調節

ふじなみ

仁賀ダム
（広島県）

※自然調節

にか

御調ダム
（広島県）

※自然調節

みつぎ

灰塚ダム
（中国地方整備局）

※自然調節

はいづか

９割以上

(10ダム，5%)

８割～９割

(1ダム，1%) ７割～８割

(6ダム，3%)

６割～７割

(5ダム，2%)

５割～６割

(13ダム，6%)

４割～５割

(13ダム，6%)

３割～４割

(21ダム，9%)

３割未満

(144ダム，68%)

※事前放流実施
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｜ 平成30年7月豪雨による内水被害の概要

０ 内水氾濫による浸水被害が西日本を中心に19道府県 8 8市町村で発生。

０ 浸水戸数は全国で、約2. 9万戸。そのう ち 、内水被害が約 1. 9万戸。
0 主な内水被害団体※ （被害戸数 1 , 0 0 0 戸以上） O 内水被害発生団体※

福岡県

凡例：浸水戸数
０戸： 白色

１～9 9戸 ： 黄色

1 0 0戸以上 ：

（ ）肉は市町村数

北海道（3 ）、富山県（1）、石川県（1）、岐阜県（2 ）、愛知 県（1）、京

都府（8 ）、大阪府（4 ）、兵庫県（8 ）、和歌山県 (3 ）、岡山県（1 1）、

広島県（1 0 ）、山口県（旬、香川県 ( 1 ）、愛媛県（4 ）、高知県（1）、
福岡県（1 4 ）、佐賀県 (6 ）、長崎県（1）、沖縄県（2)

※被害戸数は地方公共団体か らの報告による。

なお、外水被害を含む場合があることから、今後変動することがある。

f  .._,
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平成30年7月豪雨による土砂災害の発生状況
土砂災害発生件数

(7月2日以降を集計）

（都道府県報告）
1道2府28県

2.512件※

土石流等 ：769件｜

地すべり； 55件

がけ崩れ ：1,688件

【被害状況】
人的被害 ：死者

負傷者
人家被害 ：全壊

半壊

119名
29名

213戸
340戸

一部損壊 290戸

※被害状況等については精査中

※1近10年（H20～29）の平均土砂災害

発生件数 1.106件／年

※2 近10年（H20から29）の最大土砂災害

発生件数 1.514件〆年くH29>

9月25日時点

凡例

発生件数

国土交通省 46

../180921 国交省岡山広島訪問/180928 西日本豪雨広島岡山現地映像/③_安芸区矢野東【梅河団地】ﾍﾘ_7月10日撮影.mp4
../180921 国交省岡山広島訪問/180928 西日本豪雨広島岡山現地映像/③_安芸区矢野東【梅河団地】ﾍﾘ_7月10日撮影.mp4


平成30年7月豪雨の特徴
平成30年7月豪雨の特徴を大枠でまとめますと、

① 梅雨豪雨としては珍しく、長期間に広い範囲でたくさんの総雨量がも
たらされた、

② それによって満身創痍になっていた多くの山腹斜面・河川流域・ダム
貯水池で、通り過ぎていったそう強くない豪雨の一波二波第三波第四
波がトンカチがたたき付けるがごとく土砂崩壊、洪水、ダムの小貯水
池からの緊急放流をもたらした。

③ そのため、情報伝達、避難に関して多くの視点をもたらした、

となります。満身創痍とは山腹斜面、河川流域の山々、ダム貯水池が水で
満杯になっていて、それ以上少しでも豪雨があると土石流・斜面崩壊・崖崩
れが生じたり、河川流域の山々からすでに満杯の川やダム貯水池に雨水が流
出したりしやすい状態を言っています。耐えることのできる限界にあっこと
を言っています。そして事実、その上で加えての豪雨がやってきたのです。
トンカチ役であるそう強くない豪雨の一波二波の影響を評価するには、レー
ダー等を使った短時間降雨予測の強化とその利用の促進を図る必要がある。

中北（2018）
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累
積
降
水
量
（
m

m
）
[線

]
時
別
降
水
量
（
m

m
）
[陰
影

]

～事例ベースの量的アプローチ～

H30年7月豪雨に温暖化がどの程度「量的に」寄与したか？

6/29 6/30 7/1 7/2 7/3 7/4 7/5 7/6 7/7 7/8

【線】累積降水量
黒線：再現実験、青線：感度実験
＊太線は平均、細線は個々の実験

【陰影】時別降水量
灰色：再現実験、緑色： 解析雨量

再現実験

観測（解析雨量）

再現実験
(累積)

東日本から西日本の陸上で平均した降水量

気温上昇の影響
約6.5%増加

気温上昇
除去実験
（累積）

Kawase et al. (2019, BAMS in revision)提供：川瀬(気象研究所)
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将来予測：梅雨前線の豪雨エリアのじわじわ北上予測の重要性

• あくまで１アンサンブルによる結果だが、梅雨前線の位置は2010年代まではほと
んど変化しない中、南方からの水蒸気浸潤の強化により、2020年代から2050年代
まで変動しながら徐々に北上。

• 一方では、2010年代に入り梅雨豪雨災害が頻発している。

• 先10年で、梅雨集中豪雨がどう頻発化し、総雨量を増し、より東や北へと広がる
かは、温暖化適応計画を”今”策定するため（後悔しない適応）に極めて重要。

49
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梅雨豪雨の発生頻度の将来変化
RCM05による現在気候と将来気候（RCP8.5とRCP2.6）それぞれの梅雨豪雨発生場所

• 現在気候：20年間（1981 - 2000年）

• 将来気候：20年間

50

present

 梅雨豪雨の発生数は将来気候において増加．

 豪雨発生エリアの北限もより北へ上がっていく．

 北海道など，これまで梅雨豪雨を経験したことのない地域での新たなリスク．

梅雨豪雨発生数: 108 梅雨豪雨発生数: 129 梅雨豪雨発生数: 164

北限の上昇

現在気候 将来_RCP2.6（2℃上昇） 将来_RCP8.5_c0（4℃上昇）

Naka and Nakakita, 2023. 



亀岡豪雨_擬似温暖化実験結果
RCP8.5実験現在再現実験

降雨強度

6時間
総雨量

RCP2.6実験

温暖化程度が強くなるにつれて，線状降水帯の雨量も増加．

51小坂田・中北 (2021)



内 容

1. 気候変動影響が出だしている

2. IPCC第6次評価報告書

3. 科学的な気候変動予測とは？

4. 台風、梅雨豪雨、ゲリラ豪雨と気候変動影響

① 台風

② 梅雨豪雨とゲリラ豪雨

5. 行政との連携と気候変動適応

6. おわりに ～後悔しない気候変動適応～
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気候研究コミュニティ,防災減災研究コミュニティ,実務機関
協働の重要性

実務機関
・将来影響評価
・計画論の見直し
・適応策の構築・評価・実施

気候研究コミュニティ
・気象・気候の将来変化の気
候学的科学根拠

防災・減災研究コミュニティ
・ハザードの将来変化や社会影響の科学的根拠
・計画論も含めた適応策の基本的考え方の創出
・適応策の評価手法の構築（後悔しない適応も）
・新たな設計外力に対応した耐力の科学的根拠

影響予測 適応策

中北 (2015)
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2019年5月24日 国立オリンピック記念青少年総合センター
主催 文部科学省統合的気候モデル高度化研究プログラム/文部科学省研究開発局

/国土交通省水管理・国土保全局
後援 農林水産省農村振興局、環境省地球環境局、京都大学IPCCウィークス、土木学会水工学委員会、

地球環境委員会、海岸工学委員会、地盤工学委員会、計画学委員会、水文・水資源学会、
地盤工学会、日本自然災害学会

水災害・水資源適応に向けた
関係省庁と統合プログラムとの協働シンポジウム

中北 (2019)
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我が国の治水計画の変遷

近代河川工学
が日本へ導入

●S39新河川法
・治水・利水の一体化
・水系一貫主義の導入

●H9河川法改正
・目的に環境を追加
・計画に住民意見を反映

「気候変動による将来の
降雨量の増加」などを考慮
・過去の年最大降雨を確率処理 し
て求めた降雨量を1.1倍※

※21世紀末時点での世界の平均地上
気 温が２℃上昇した場合を想定（北海
道 を除く地域。北海道は1.15倍）

治
水
計
画
の
考
え
方

河
川
法

●M29旧河川法
・河川改修の目的が

低水工事から、高水工事へ

○「過去の実績降雨を用いて確率処理を行い、所要の安全度を確保する治水計画」から、
「気候変動の影響による将来の降雨量の増加も考慮した治水計画」へと転換。

明治 大正 昭和 平成 令和

社
会
動
向

主
な
災
害

戦後、大水害が頻発

●S22カスリーン台風

●S28西日本大水害

●S34伊勢湾台風

「既往最大主義」
・既往最大洪水を計画の対象

「確率論」の導入

・過去の実績降雨量
を確率処理し、洪水流量を設
定・対象地域の重要度に応じて安全度を設定す
ることで、全国の河川の間で治水安全度のバ
ランスを確保

気候変動の影響が顕在化
今後も水災害が更に激甚化

●H30.7西日本豪雨

●R1東日本台風

●R2.7豪雨

●H12東海豪雨

技
術
の

進
展

・アンサンブル将来予測などの計算手法
等の予測技術の向上
・大規模データ利用等のシステム開発

・水文資料の蓄積、水文統計解析
、 流出解析等の水文学の発展

河川整備基本方針検討小委員会（第１２１回）資料(2022）

●H23新潟・

福島豪雨
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気候変動を踏まえた水災害対策のあり方について

今後も水災害が激化。これまでの
水災害対策では安全度の早期向上
に限界があるため、整備の加速と、
対策手法の充実が必要。

人口減少や少子高齢化が進む中、

「コンパクト+ネットワーク」を基本とし
た国土形成により地域の活力を維
持するためにも、水災害 に強い安
全・安心なまちづくりが 必要。

5GやAI技術やビッグデータの活
用、情報通信技術の進展は著しく、
これらの技術を避難行動の支援や
防災施策にも活用していくことが必
要。

○近年の水災害による甚大な被害を受けて、施設能力を超過する洪水が発生することを前提に、社会全体で洪
水に備える水防災意識社会の再構築を一歩進め、気候変動の影響や社会状況の変化などを踏まえ、あらゆる
関係者が協働して流域全体で行う、流域治水への転換を推進し、防災・減災が主流となる社会を目指す。

これまでの対策

施設能力を超過する洪水が発生することを前提に、社会全体で洪水に備える、水防災意識社会の再構築洪
水防御の効果の高いハード対策と命を守るための避難対策とのソフト対策の組合せ

気候変動の影響 社会の動向 技術革新

こ
れ
か
ら
の
対
策

気候変動を踏まえた、計画の見直し

持続可能性

将来にわたり、継続的に対策に
取組、社会や経済を発展させる

河川の流域全体のあらゆる関係者が協働して
流域全体で行う持続可能な治水対策

「流域治水」への転換

強靭性

甚大な被害を回避し、早期復旧・ 復
興まで見据えて、事前に備える

包摂性

あらゆる主体が協力して
対策に取り組む

変

化

対策の
重要な
観点

河川整備基本方針検討小委員会（第１２１回）資料 56



気候変動を踏まえた計画へ見直し

○治水計画を、過去の降雨実績に基づく計画」から
「気候変動による降雨量の増加などを考慮した計画」に見直し

これまで
洪水、内水氾濫、土砂災害、高潮・高波等を防御する計画は、
これまで、過去の降雨、潮位などに基づいて作成してきた。

しかし、
気候変動の影響による降雨量の増大、海面水位の上昇などを考慮すると 現
在の計画の整備完了時点では、実質的な安全度が確保できないおそれ

気候変動による降雨量の増加※、潮位の上昇などを考慮したものに計画を見直し

※ 世界の平均気温の上昇を２度に抑えるシナリオ（パリ協定が目標としているもの）

気候変
動 シナ
リオ

降雨量
（河川整備の基本とする洪水規模（1/100等）

２℃上昇相当 約１．１倍

全国の平均的

な 傾向【試算

結果】

流量 洪水発生頻度

約１．２倍 約２倍

※ 流量変化倍率及び洪水発生頻度の変化倍率は、一級水系の河川整備の基本とする 洪
水規模（1/100～1/200）の降雨に降雨量変化倍率を乗じた場合と乗じない場合 で算
定した、現在と将来の変化倍率の全国平均値

降雨量が約１．１倍となった場合

河川整備基本方針検討小委員会（第１２１回）資料 57



県 ：都道府県 市 ：市町村 [ ]：想定される対策実施主体

土地のリスク情報の充実
[国・県]

水害リスク情報の空白地帯解
消、
多段型水害リスク情報を発信

避難体制を強化する
[国・県・市]

長期予測の技術開発、
リアルタイム浸水・決壊把握

経済被害の最小化
[企業、住民]

工場や建築物の浸水対策、
BCPの策定

住まい方の工夫
[企業、住民]

不動産取引時の水害リスク情報
提供、金融商品を通じた浸水対
策の促進

被災自治体の支援体制充実
[国・企業]

官民連携によるTEC-FORCEの
体制強化

氾濫水を早く排除する
[国・県・市等]

排水門等の整備、排水強化

○ 気候変動の影響や社会状況の変化などを踏まえ、河川の流域のあらゆる関係者が協働して流域全体で行う治水対策、「流
域治水」へ転換。

○ 治水計画を「気候変動による降雨量の増加などを考慮したもの」に見直し、集水域と河川区域のみならず、氾濫域も含めて
一つの流域として捉え、地域の特性に応じ、①氾濫をできるだけ防ぐ、減らす対策、②被害対象を減少させるための対策、
③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策をハード・ソフト一体で多層的に進める。

「流域治水」の施策のイメージ

集水域

流水の貯留
[国・県・市・利水者]

治水ダムの建設・再生、
利水ダム等において貯留水を
事前に放流し洪水調節に活用

[国・県・市]

土地利用と一体となった遊水
機能の向上

持続可能な河道の流下能力の
維持・向上
[国・県・市]

河床掘削、引堤、砂防堰堤、
雨水排水施設等の整備

氾濫水を減らす
[国・県]

「粘り強い堤防」を目指した
堤防強化等

雨水貯留機能の拡大
[県・市、企業、住民]

雨水貯留浸透施設の整備、
ため池等の治水利用

浸水範囲を減らす
[国・県・市]

二線堤の整備、
自然堤防の保全

リスクの低いエリアへ誘導／
住まい方の工夫

[県・市、企業、住民]

土地利用規制、誘導、移転促進、
不動産取引時の水害リスク情報提

供、
金融による誘導の検討河川区域

氾濫域 氾濫域

②被害対象を減少させるための対策①氾濫をできるだけ防ぐ
・減らすための対策

③被害の軽減、早期復旧・復
興のための対策

58国土交通省, ２０２０、２０２３
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■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

・河川堤防や遊水地等の整備 ・治水ダムの建設・再生
・雨水貯留浸透・排水施設の整備
・砂防関係施設の整備 ・海岸保全施設の整備

・利水ダム等の事前放流
・利水ダムの事前放流等の判断に資する雨量予測の高度化
・水田の貯留機能の向上
・森林整備、治山対策
・民間企業等による雨水貯留浸透施設の整備
・未活用の国有地を活用した遊水地・雨水貯留浸透施設等の整備な
ど

■被害対象を減少させるための対策

・高台まちづくりの推進（線的・面的につながった高台・建物群の
創出）
・リスクが高い区域における立地抑制・移転誘導 など

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

・ハザードマップやマイタイムライン等の策定
・要配慮者利用施設（医療機関、社会福祉施設等）の浸水対策
・渡河部の橋梁や河川に隣接する道路構造物の流失防止対策
・地下駅等の浸水対策、鉄道橋梁の流出等防止対策
・学校及びスポーツ施設の浸水対策による避難所機能の維持 など

（１）ハード・ソフト一体の水災害対策「流域治水」の推進
1．激甚化・頻発化する水災害等への防災対策の推進

○ 気候変動の影響による災害の頻発化・激甚化に対応するため、抜本的な治水対策として、集水域と河川区域のみならず、氾
濫域も含めて一つの流域として捉え、地域の特性に応じ、ハード・ソフトの両面から「流域治水」を推進。

○ 河川、下水道、砂防、海岸等の管理者が主体となって行う治水対策に加え、水田、校庭、民間施設、国有地等の機能連携を
進めるなど、府省庁・官民が連携したあらゆる対策の充実を図る。

あらゆる関係者が協働して行う「流域治水」

流域のあらゆる関係者が協働して行う対策

あらゆる関係者が協働して、「流域治水プロジェクト」を策定し、実行

森林整備・治山対策

水田貯留 ため池等
の活用

雨水貯留施設
の整備

バックウォータ―対策

排水機場の整備 リスクが低い
地域への移転

学校施設の
浸水対策

海岸保全施設の整備

雨水貯留・排水
施設の整備

堤防整備・強化

遊水地整備

河道掘削

治水ダムの
建設・再生

利水ダム
の活用

集水域

河川区域

氾濫域

砂防関係施設
の整備

リスクの高い地域

国土交通省, ２０２０、２０２３
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大河川での対策 中小河川（支川）の対策

①当面は、大河川（本川）の水位低下に大きく寄与する
利水ダムの事前放流や河道掘削、ダム建設等を推進

②支川での流域対策を推進し、流域対策を多くの支
川に拡大することで、大河川の水位低下にも寄与。

・水田貯留、ため池貯留、調節地などの流域対策を推進

・水害リスクが高い区域における土地利用規制や安全な地域への移
転、宅地の嵩上げ等を推進 ※特定都市河川浸水被害対策法も積極的に活用

・本川との合流点において、バックウォーター対策、排水機場の整備等
を推進

土手を整備し貯留容量を確保

洪水時

校庭貯留の例

ため池貯留の例
洪水時の放流状況

【事例：春日池（ため池：広島県）】

【事例：栄町小学校（札幌市）】

本川支川を俯瞰的に捉えた河川の規模の応じた流域治水の取組
①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

国土交通省, ２０２０、２０２３



約０．６m水位低下
平成２８年台風1６号 家田地区平成28年台風16号 家田地区

霞堤部

先人の知恵を使う：土地利用と一体となった治水対策（輪中堤、霞堤）

霞堤：河川の水位が極めて高いときに堤防か
ら水田などの危ない地域へ洪水を誘導

輪中堤：街だけを
堤防で囲って水没
しないようにする

国土交通省(2019) 61



約０．６m水位低下

農業と治水の融合：ダムとしての田んぼの利用（田んぼダム）

田んぼダム：排水溝を絞った板を堰として挿
入して、一時的に水田に水を貯留する
（新潟県資料）

スマート田んぼダム：遠隔
操作が可能な電動堰
（球磨川流域：中北撮影）
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まちづくり：災害リスクを考慮したまちづくり等の取組

居住等の誘導

中高 低
災害リスク

○居住誘導区域等の設定

・災害リスクの低い地域へ居住や都市機能を誘導（関係部局
と連携）

○施設の整備（事前防災の加速化）

・居住等を誘導すべき区域等において、河川や下水道等の
整備、堤防構造の工夫、雨水貯留・浸透施設等の整備等を
重点的に推進

○住まい方の工夫

・災害リスクが高い地域では、建築物の構造等を工夫（関係部
局と連携）、必要に応じて災害危険区域等に指定
・住民避難や緊急復旧を支援するための堤防等を活用した
高台・緊急輸送路等の整備

○災害リスク等の提示

・様々な災害形態、発生確率などを考慮した地域の災害
リスクをわかりやすく提示
・きめ細かな防災情報の提供

○床上浸水の頻度が高い地域など、災害リスクを分かりやすく提示することにより、災害リスクの低い
地域への居住や都市機能の誘導等を促進

○特に、浸水深が大きく、人命に関わるリスクが極めて高い地域などは、その災害リスクを提示し、建
築物の構造等の工夫を促進

国土交通省(2019)



適応能力影響
リスク

適応策の役割

過去 現在 将来

災害外力

適応策

緩和策

小松（九大、2012）、三村（茨城大、2014）に中北が追加（2019）

未整備

既整備

気候変動適応/流域治水

（インフラ強化＋流域対応（実時間
流量コントロールも含む）＋地域防
災力＋復旧力）

最大クラス危機管理

平均

治水の目標

最大クラス

最大クラス危機管理（この間をどうする？
いつまでに？）

・温暖化は起き出している。
・大丈夫と思っていてもすぐに温暖化は追い越す
・今の科学的知見を最大限活用し今すぐ計画に反映させなければ
後悔する
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河道への
配分流量

洪水調節施
設による
調節流量

河道への
配分流量

洪水調節施
設等による
調節流量

現行方針

河川の整備の基本
となる洪水の規模

（1/100等）

流量

将来の気候変動【２℃上昇】
の影響を基本高水に反映基

本
高
水
の
ピ
ー
ク
流
量

改定方針

地域社会や環境への影響を踏まえ
た引堤や河道掘削の可能性を検討

流域の土地利用、沿川の保水・ 遊水
機能等を反映

※集水域等での取組（雨水貯留浸透施設
の設置、水田貯留、ため池活用、霞堤等
による遊水等）について、効果の定量的
な評価が可能な場合、基本高水の検討
に反映

〇科学技術の進展や現時点のデータの蓄積を踏まえ、将来の降雨量変化倍率、アンサンブル実験による予測降雨波形の活用な
ど、気候変動の影響を考慮して基本高水のピーク流量を設定。

〇基本高水の設定においては、流域の土地利用、沿川の保水・ 遊水機能等について現況及び将来動向などを評価し、流域の降
雨・ 流出特性や洪水の流下特性として反映。（集水域等での対策（水田貯留、ため池の活用等）については、取組が進み、効果
の定量的評価が可能になった場合、基本高水の検討に反映）

〇河道と洪水調節施設等への配分については、改めて地域社会や環境への影響を踏まえた引堤や河道掘削の可能性の検討を
行うとともに、既存ダムの洪水調節機能強化等の検討を行い決定。

既存ダムの再生、利水ダムの事前
放流により確保可能な容量を活用
した洪水調節による洪水調節機能
の強化、新たな洪水調節施設の整
備の検討

気候変動の影響や流域の取組等の基本高水や流量配分への反映

※河川の整備の基本となる
洪水の規模は維持

「気候変動」と「流域治水」の新たな視点を踏まえ改定

気候変動を踏まえた
河川の整備の基本となる
洪水の規模（1/100等※）

基
本
高
水
の
ピ
ー
ク
流
量

国土交通省(20２３)
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内 容

1. 気候変動影響が出だしている

2. 科学的な気候変動予測とは？

3. 台風、梅雨豪雨、ゲリラ豪雨と気候変動影響

① 台風

② 梅雨豪雨とゲリラ豪雨

4. 行政との連携と気候変動適応

5. おわりに ～後悔しない気候変動適応～
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温暖化に対する順応的適応策の考え方

手戻りのない適応・後悔しない適応とは
許容範囲

適応策
完了

温暖化トレンド

ハザード強度

自然変動

適応策の時間スケール

適応策
開始災害

災害

災害

温暖化によるハザード強度の変化に加えて，
・自然変動の幅
・温暖化影響の時間スケール
・適応策の時間スケール
・費用対効果
を知ることが重要
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将来のゲートの規模を考慮した
門柱の高さ

できるだけ手戻りのない施設の設計

○施設の整備にあたっては、設計段階で幅を持った外力を想定し、改造等が容易な構造形
式の選定や、追加的な補強が困難な基礎部等をあらかじめ増強しておくなど、外力の増
大に柔軟に追随できるような設計に努める

(例）海面水位上昇に対する水門設計での対応イメージ

計画高潮位
計画高水位

ゲートの規模が変わることに伴う巻
き上げ機等の改造

ゲートの規模が変わることに
伴うゲート等の改造

海側 河川側

海面水位の上昇

【将来対応】

【あらかじめ対応】

【あらかじめ対応】
【将来対応】

将来のゲートの規模を考慮
した基礎
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「気候変動×防災」に取り組む上で意識すべき要素（仮案）

• 災害からの復興に際して、原形復旧の発想に捉われず、土地利用のコントロールを含めた弾力的な対応により
気候変動への適応を進める「適応復興」の発想で「災害をいなし、すぐに興す」社会を目指すことが必要。

• 環境省で実施中の事業において、各地域で「気候変動×防災」に取り組む際は、気候変動適応、事前の災害対策、
復興の３要素の組合せを意識して取り組むことが重要と整理。

⇒災害による被害を最小限にするとともに、被害を受けてもより強靱で魅力的な回復をする、

弾力的かつ安全・安心で持続可能な地域づくりに貢献

環境省・内閣府防災 『気候危機時代の「気候変動×防災」戦略』 『適応復興』

要素②
事前の災害対策

要素③
復興

事前復興
災害による被害を
最小限にすること。

将来の災害に対する脆弱性の
克服、新しい価値の付加を
目指せるよう、事前に
復興の計画を立てて

おくこと。

気候変動×防災

気候変動下において、激甚化、
頻発化の可能性のある
気象災害に対して、
被害軽減に
努めること。

災害による被害から
回復し、元の盛んな状
態に戻ること。

気候変動下において、

災害による被害を最小限にするとともに、

被害からより強靱・魅力的な回復をし、

かつ平時からも暮らしやすいまちづくり

を行うこと。

気候変動影響を把握し、

施策の設計に反映させること。

適応復興要素① 気候変動適応

事後の適応復興

事前の適応復興
事前復興に向けた計画や施策を
検討する際に、将来の災害に対す
る気候変動の影響を把握し、反映

させること。

気候変動影響を加味して復興
を進めること。事前の
計画・施策があれば
活用しつつ、
必要な更新
を行う。

気候変動影響を踏まえた災害対策

および復興を行うこと。

気候変動を踏まえた事前の災害対策

環境省(2022，20２３)
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温暖化影響予測と適応
•気候モデルによる時間毎の出力値により、我が国のハザード・水資源

の気候変動影響予測が可能となっている。

•世紀末にかけて、極端現象はよりシリアスになると推測されている。

•「どれくらい？」が不確定だからといって適応を遅らせていると将来の適応
が不可能あるいは困難になる危険性がある。

– 今すぐ始める！＝＞後悔しない適応

•実践を通しての気候変動適応もボトムアップとしてひとつひとつ進める。

– まずこの認識を持つことが大事

– 現在進行している対策も大切な温暖化適応である

– 現気候下でも気づいていない脆弱性の発掘（災害調査等の重要性）

•科学的将来予測をベースに進める（基幹インフラの計画）
– Step by step の適応 を計画する。手戻りのない適応。

•最悪の事態も推測した適応（危機管理)を考える。

– 気候変動下の最悪の状況をどう適応に組み込んで行くかがも重要

•地域・街・町・都市づくりによる適応
（中北、2010, 2019）
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結論

• 近年、気候関連災害は激甚化している。早急に適応策を講じることが必
要である。

• 気候変動影響をより正確に評価するための科学的研究が進められてお
り、適応策の策定にも用いられている一方、気候リスクの変化やスピー
ドにも注意が必要だ。

• 気候変動影響予測には不確実性がある。だが、「後悔しない適応」のた
めには、予防原則を適用すべきであり、科学的証拠や情報の欠如が行動
を起こさない理由であってはならない。

• 直ちに行動を起こすことが急務である。地域の実情に基づいたボトムアッ
プアプローチが不可欠である一方、国レベルでは、関係省庁間の協力を強
化し、学界と防災地域の連携を促進することも必要。

• 日本政府は治水計画の基準を引き上げ、かつ「流域治水」へ転換してい
る。
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ご静聴ありがとうございました

写真：宇治川、塔の島

影響評価・
適応策創出
の仲間で
す。


